The Effect of the Mortgage which has been established upon a Chonsekwon on the Korean civil law by Park, Cheong-il
































済的効力の認定與否」法曹 50 巻４号（法曹協会，2001 年），イサンテ「伝貰権上に設
定された抵当権の効力」一鑑法学７巻（建國大学法学研究所，2002 年），イサンテ「伝
貰権者の法的地位」民事法学 38 巻（民事法学会，2007 年），ガンデソン「伝貰権抵当
権の優先弁済的効力」　土地法学 24 巻１号（土地法学会，2010 年），ユンチョルホン「韓
国物権法の改正作業の現状と課題」土地法学 26 巻２号（土地法学会，2010 年），オシ
ヨン「伝貰権存続期間経過後の伝貰権抵当権の物上代位性に関する考察」漢陽法学 35
巻（漢陽法学会，2011年），チュシンヨン「伝貰権抵当権の実行方案：大法院2006.２.９.宣
告 2005 ダ 59864 判決」財産法研究 28 巻２号（財産法学会，2011 年），キムヒョンソン




ンイル「伝貰権抵当権」ジャスティス 139 号（韓国法学院，2013 年），ファンギョンウ
ン「伝貰権抵当権の登記の効力とその実行方法―大法院 2008.３.13.宣告 2006 ダ







の問題と改善方案に対する考察」法学研究 25 巻２号（忠北大學校法學硏究所，2014 年），
キムゼワン「伝貰権を目的とした抵当権者の優先弁済権と相殺適状―対象判決：大法
院 2014.10.27.宣告 2013 ダ 91672 判決」高麗法学 76 巻（高麗大学校、2015 年）等がある。
（２） 　ガンデソ・前掲論文（注１）31 頁。
（３） 　大法院 1989.９.26.宣告 87 ダ 2515 判決。
（４） 　大法院 1999.９.17.宣告 98 ダ 31301 判決。
（５） 　大法院 2008.３.13.宣告 2006 ダ 29372・29389 判決。
























































（８） 　李英俊『物権法』723 頁（博榮社，1996 年）。
（９） 　この場合には登記しないと第三者に対抗することができない。不動産登記法第 139
条第１項。


























（12） 　ベジョングン『物権法』322 ～ 323 頁（東亜大学出版社，2008 年）。
（13） 　ヤンチャンスウ「伝貰権」考試界 421 号 95 ～ 96 頁（考試界社，1992 年）。




















（15） 　クァクユンジク『物権法』350 頁（博榮社，1999 年），ガンテソン『物権法』795 ～
796 頁（大明出版社，2009 年），キムサンヨン『物権法』504 頁（ファサンミディア、
2009 年），キムズンハン・キムハクドン『物権法』413 頁（博榮社，1997 年），ユンチョ
ルホン『物権法』344 頁（法院社，2009 年）。
（16） 　ゴサンリョン『物権法』471 頁　（法文社，2001 年），イウンヨン『物権法』650 頁（博
榮社，2006 年），キムドンオク「抵当権の目的物になった伝貰権が期間満了として終了
した場合の法律関係」判例研究 12 集 683 頁（ブサン判例研究会，1999 年），ナムヤン
ウ「伝貰権を目的とした抵当権の効力について‐大法院 1999.９.17.宣告 98 ダ 31301
判決を中心として」実務研究資料第７巻 93 頁（大田地方法院，2006 年），パクスゥン
ソン「伝貰権に対する判例の動向及び展望‐伝貰権の担保物権性を中心として‐21 世
紀韓国民事法学の課題及び展望 85 頁（博榮社，2002 年）。
（17） 　大法院 1989.９.26.宣告 87 ダ 2515 判決。
























（18） 　大法院 1995.２.10.宣告 94 ダカ 18508 判決。
（19） 　大法院 2000.６.９.宣告 99 ダ 15122 判決。



























（21） 　大法院 1995.２.10.宣告 94 ダカ 18508 判決。


























（22） 　キムドンオク・前掲論文（注 16）685 頁。
（23） 　ゴサンリョン・前掲書（注 16）492 頁，キムズンハン・キムハクドン・前掲書（注





















解説，法院図書館，2000 年），ナムヤンウ・前掲論文（注 16）95 頁。伝貰金の返還が
あると、担保物権の附従性によって抵当権における被担保債権が弁済されたことと同
じように伝貰権設定登記に対する抹消登記がなくても伝貰権は消滅する。
（25） 　イウンヨン・前掲書（注 16）670 頁，キムチャンソプ・前掲論文（注１）227 頁，パ
クスゥンソン・前掲論文（注 16）91 ～ 92 頁，オシヨン・前掲論文（注１）50 頁。





（27） 　大法院 2004.６.25.宣告 2003 ダ 46260・53879 判決。
（28） 　大法院 1995.９.18.宣告 95 マ 684 決定。






















（29） 　大法院 2005.３.25.宣告　2003 ダ 35659 判決。
（30） 　イヨンジュン・前掲書（注８）758 頁，キムドンオク・前掲論文（注 16）687 頁，イ
ウォンイル・前掲論文（注 24）99 頁。
（31） 　イサンテ・前掲論文（注１）33 頁，キムチャンソプ・前掲論文（注１）222 頁，パ
クスゥンソン・前掲論文（注 16）109 頁。
（32） 　大法院 1999.９.17.宣告 98 ダ 31301 判決。















































































第 370 条、第 342 条の但書が抵当権者は物上代位権を行使するために抵当権
設定者が受ける金銭その他の物の払渡しまたは引渡前に差押えなければなら
ないと規定したのは物上代位の目的である債権の特定性を維持して、その効
（38） 　ガンデソン・前掲論文（注１）46 頁，キムチャンソプ・前掲論文（注１）228 ～ 229
頁，ナムヤンウ・前掲論文（注 16）87 頁，パクスンソン・前掲論文（注 16）112 頁，チュ
シンヨン・前掲論文（注１）70 ～ 71 頁など。
（39） 　ガンデソン・前掲論文（注１）46 頁。























（40） 　大法院 2008.３.13.宣告 2006 ダ 29372・29389 判決，大法院 1994.９.18.ジャ 95 マ
684 決定，大法院 1999.９ .17.宣告 98 ダ 31301 判決，大法院 1994.11.22.宣告 94 ダ
25728 判決，大法院 1992.７.10.宣告 98 ジャ 92 マ 380・381 決定，大法院 1990.12.26.
宣告 90ダカ 24816 判決，大法院 1999.８.20.宣告 99ダ 19773 判決，大法院 2001.11.９.宣
















































































広島法学　39 巻２号（2015 年）－ 158
－ 163 －
である。しかし、第 370 条から、抵当権に関して質権に関する規定を大幅に
準用していながらも、権利質権に関する規定は準用してない。これは根本的
に抵当権は質権とは異なること、特に抵当権の目的は、原則として権利では
なく例外的に権利が抵当権の目的となることがありえることを示すものであ
るからと思われる。このような点を考慮して、大法院も第 371 条について物
上代位の法理を考慮したと思われる。従って、伝貰権を目的とする抵当権に
対して権利質権に関する規定である第 353 条の規定を準用することは、民法
の基本的な体系に反すると思うので、これらの規定を置こうとする場合にお
いては、質権の規定を準用する形式をとらずに、抵当権の方に直接規定する
ことが妥当であると思われる。
［韓国民法参考条文］
民 法第 条［伝貰権の内容］①伝貰権者は伝貰金を給付して他人の不動産
を占有し、その不動産の用途に従って使用・収益して、その不動産の全部
に対して後順位権利者、その他の債権者よりも伝貰金の優先弁済を受ける
権利がある。②農地は伝貰権の目的にすることができない。
民 法第 条［伝貰権の譲渡、賃貸等］伝貰権者は、伝貰権を他人に譲渡し、
または担保として供することができ、また、その存続期間内においてその
目的物を他人に転伝貰または賃貸することができる。ただし、設定行為に
よりこれを禁止するときは、この限りではない。
民 法第 条［伝貰権の消滅請求］①伝貰権者が伝貰権設定登記契約または
その目的物の性質により定められた用法によりこれを使用・収益しない場
合には、伝貰権設定者は伝貰権の消滅を請求することができる。
民 法第 条［伝貰権の消滅通告］伝貰権の消滅期間を約定しないときは、
各当事者は、いつでも相手方に対して伝貰権の消滅を通告することができ、
相手方がこの通告を受けた日から６ヶ月が経過すると伝貰権は消滅する。
157 － 韓国民法における伝貰権上に設定された抵当権の効力（朴）
－ 164 －
民 法第 条［不可抗力による滅失］①伝貰権の目的物の全部または一部が
不可抗力によって滅失したときには、伝貰権は消滅する。
民 法第 条［伝貰権の消滅及び同時履行］伝貰権が消滅するときは、その
伝貰権設定者は伝貰権者からその目的物の引渡し、かつ伝貰権設定登記の
抹消登記に必要な書類の交付を受ける同時に伝貰金を返還しなければなら
ない。
民 法第 条［物上代位］質権は質物の滅失・毀損または共用徴収によって
質権設定者が受けるべき金銭他の物に対してもこれを行使することができ
る。この場合にはその支払いまたは引渡し前に差押えなければならない。
民 法第 条［指名債権に対する質権の対抗要件］①指名債権を目的とする
質権の設定は、設定者が第 450 条の規定により第三債務者に質権設定の事
実を通知し、または第三債務者がこれを承諾しなければこれにより第三債
務者その他の第三者に対抗することができない。
民 法第 条［質権の目的となる債権の実行方法］①質権者は、質権の目的
となる債権を直接に請求することができる。②債権の目的物が金銭のとき
には、質権者は自己の債権の限度において直接に請求することができる。
③前項の債権の弁済期が質権者の債権の弁済期より先に到来したときは、
質権者は、第三債務者に対してその弁済金の供託を請求することができる。
この場合に、質権はその供託金に存する。④債権の目的物が金銭以外の物
のときは、質権者はその弁済を受けた物に対して質権を行使することがで
きる。
民 法第 条第１項［地上権、伝貰権を目的とする抵当権］本章の規定は地
上権または伝貰権を抵当権の目的とした場合に準用する。
